
資料 1 
放課後児童クラブの主な改正事項（Ｈ26.9.29 支援課協議段階資料） 

項目 現行の要綱 法人運用 新制度施行後の予定 課題 

クラブの種類 

各小学校区の実態に応じて 

①常設の児童クラブ 

②季節的な児童クラブ 

全学童において 

①中途退所、入所（原則）不許可 

②ただし、入所要件有。 

各小学校区の実態に応じて 

①常設の児童クラブ 

②季節的な児童クラブ（予定） 

 

対象児童 

①常設クラブ 

 保護者が労働、疾病…原則として

3学年までの児童 

 

 

②季節的クラブ 

 ①に入会したことのある 4～6 年

までの児童 

①常設クラブ 

・就労証明書の添付 

（保護者疾病はファミサポ紹介） 

・障がい児および保護者会が認めた

場合、4年以上も可 

②季節的クラブ 

①に 3年間継続入会 

①常設クラブ 

 保護者が労働、疾病…原則として

6学年までの児童 

 

 

②季節的クラブ（予定） 

 支援課はニーズがないと予測 

 法人はニーズがあると予測 

季節的クラブに関して「4～6 年ま

で」という制限が撤廃される。 

・3年次退所後の季節的クラブ入会

保護者について「保護者会への協

力要請」など、保護者会組織維持

システム構築が必要 

（保護者会規約の工夫） 

設備及び 

運営基準 

①おおむね 20人以上 

②おおむね 10人以上 

①おおむね 20人以上 

②おおむね 10人以上 

 各学校施設利用可能 SPの一覧表 

学校施設利用の基準等 

施設利用時の指導員配置（経費） 

児童数と 

指導員配置 

第 6条（別表） 

障がい児 2人に対し 1人の加配 

（協議の上） 

第 6条（別表）＋雇用形態内規 

障がい児 2人に対し 1人の加配 

（協議の上 基準：施設単位） 

１クラブおおむね 40 人以下 

（32 人～40 人）⇒支援員 2名 

（～19 人）⇒支援員 1名＋補助員 

※原田・二北・筑紫・山口小学童に

ついては、通常利用においても「学

校施設利用」の方向で検討中。 

支援体の定員を運営規程に明記 

・原則として概ね 40 人定員の支援

体とする予定だが、施設確保がで

きなければ定員が確定しない。 

・設備に関する部分であるため、支

援課に早期決定要請中。 

開設時間等 

月～金は放課後から午後 6時まで 

土曜日は 8時から午後 6時まで 

長期休業中は、月～土の 8時から午

後 6時まで 

（休業日） 

日・祝日、8/13～15、12/29～1/3 

月～金は放課後から午後 6時まで 

土曜日は 8時から午後 6時まで 

長期休業中は、月～土の 8時から午

後 6時まで 

（休業日） 

日・祝日、8/13～15、12/29～1/3 

月～金は放課後から午後 7時まで 

土曜日は 8時から午後 7時まで 

長期休業中は、月～土の 8時から午

後 7時まで 

（休業日） 

日・祝日、8/13～15、12/29～1/3 

指導員の勤務形態（出退勤時間変

更）での対応が必要 

・労働条件の変更 

・シフト作成業務の複雑化 

（休業日） 

日・祝日、8/13～15、12/29～1/3 



（臨時休業） 

市長が特に必要があると認める時 

（臨時休業） 

市長が特に必要があると認める時 

（臨時休業） 

市長が特に必要があると認める時 

（臨時休業） 

原則として緊急対策本部設置時に

支援課から専務に連絡 

保育料金 

制定なし 通年 7,500 円×12月 

季節 28,000 円（年額） 

延長保育料金（月額で設定） 

・近隣市町は 1,000～2,000 円 

通年延長利用者 9,500×12 月 

 季節延長利用者 30000円（年額） 

・指導員の勤務時間変更で対応予定 

費用負担割合 

第 11条 

指導員賃金 850 円×時間×1/2 

 

教材費、研修費、医薬品費等 

保険料 実費（正規・非正規のみ） 

指導員各種保険料 法人負担分 

事務員賃金 850 円×時間 

 

加配指導員賃金 850 円×時間 

法人経費 50,000×12 か月 

減免相当額 全額 

第 11 条 

指導員賃金 正規  月給制 

      非正規 830円×時間 

教材費、研修費、医薬品費等 

保険料 実費（正規・非正規・代替） 

指導員各種保険料 法人負担分 

事務員賃金 正規  月給制 

非正規 850円×時間 

加配指導員賃金 850 円×時間 

法人経費 50,000×12 か月 

減免相当額 全額 

現要綱 第 11条適用（予定） 

・条例＞規則＞要綱（改正） 

◎現要綱 第 11 条の内容は保持 

・人件費は法人の負担超過になって

いる 

・主任者手当の引上げ 

・指導員（アルバイト含）保険料の

未計上 

・設備関係の整備が不十分（自然災

害等による補修費用の予算化） 

・指導員駐車場借上料（施設整備の

一部、付帯設備である） 

・法人運営経費の捻出（事務局設置、

専務報酬） 

その他 

【条例に関すること】 

 設備＝市：運営＝法人に委託  

事業者＝法人（保護者会） 

事業所＝学童保育所（小学校単位） 

支援の単位＝クラス（定員制） 

 

【法人内調整事項】 

・指導員の勤務形態に関すること 

（指導員就業規則等の改定、勤務労

働条件通知書の改訂等） 

・運営規程の制定 

・法人と保護者会の関係性確立 

【行政との調整事項】 

・「委託」の定義＝市（行政）が行うべき事業を法人が代行するもので、

事業の法的義務と責任は自治体にある 

・「委託料」の算定について、現行は「運営資金の補助（11 条根拠）」で

あるが「余剰金が多い」との指摘により「安定基金 1500 万で均衡させ

るための実費精算方式（総事業費-法人収入額＝委託料）」（Ｈ27要綱改

訂予定）に移行する方向でＨ25.26 年度法人会計を調整してきた。しか

し、要綱改訂が順延されるため余剰金の切り崩しについては再度協議

が必要。 



 


